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事実の概要
　1審判決の認定によれば，X（原告・被控訴人 ＝ 附帯控訴
人・上告人）は，東京都千代田区立麴町中学校第1学年次
には，総じてよい成績を得るために熱心に勉強し，教師
からも好評価であったが，同時に「成績中心の勉学態度
に疑問を抱くようになり，読書を通して広く社会に目を
開」くようになった。昭和44年1月には，いわゆる「東
大闘争」をテレビで見て衝撃を受け，「社会的な一個の
人間としての自己を真剣に考えるようになった」。第2
学年次以降は，授業態度も悪くなり，ベ平連等のデモに
参加したり学内でビラを配布したりするようにもなっ
た。
　Xは，昭和46年に同校を卒業するにあたり，都立・私
立の複数の高等学校を受験したが，いずれも不合格と
なった。この受験に際して麴町中から調査書（通称「内
申書」）が各高校に提出されたが，その内申書の「行動
及び性格の記録」欄の「基本的な生活習慣」「自省心」
および「公共心」の3項目はC（3段階の評価のうち最低）
と評定され，さらには「備考」欄等に概ね「校内におい
て，麴町中全共闘を名乗り，機関紙『砦』を発行した。
学校文化祭の際，文化祭粉砕を叫んで他校生徒とともに
校内に乱入しビラまきを行った。大学生ML派の集会に
参加している。学校側の指導説得をきかないでビラを
配ったり，落書をした」と記載され，「出欠の記録」欄
の「欠席の主な理由」欄には「風邪，発熱，集会又はデ
モに参加して疲労のため」との趣旨が記載された。この
事実が後に判明したため，Xは，自らの不合格の原因が
以上の内申書の記載にある等の理由から，Y1（千代田区）
およびY2（東京都）（いずれも被告・控訴人 ＝ 附帯被控訴人・
被上告人）に対して国家賠償法に基づき慰謝料の請求を
した。
　1審判決（東京地判昭和54・3・28判時921号18頁）は，以
上にかかるXの請求については，それを認容した。内申
書の記載と不合格との間に因果関係があり，校長による
内申書作成提出行為が次の点で違法で，さらには校長に
過失があったというのである。すなわち，「高等学校入
学者選抜の資料に供する目的で作成」され，「生徒の中
学校での平常の学習成績，性格及び行動等の評価を表示
する」調査書を作成提出する行為は，「生徒の教育を掌る」 

（〔当時の〕学校教育法28条4項・40条〔現37条11項・49条に相
当〕参照）権能を有する「教師の教育評価権の行使」で
ある。「行動及び性格の記録」の「分類評定及び理由の
付記」は，憲法26条1項の保障する生徒の「学習権」を
不当に侵害してはならず，「評定が具体的な事実に基づ

かないか，評定に影響を及ぼすべき前提事実の認定に誤
りがあった場合，又は非合理的もしくは違法な理由もし
くは基準に基づいて分類された場合」には，当該評定は

「教師の教育評価権の裁量の範囲を逸脱したものとして
違法」とされる。そして，「公立中学校においても，生
徒の思想，信条の自由は最大限に保障されるべきであっ
て，生徒の思想，信条のいかんによって生徒を分類評定
することは違法」である。本件についてみるに，「基本
的な生活習慣」については，Xが現実にML派とかかわ
りを持った事実までは認められない上にXの生活行動も
要指導状態になかったこと，「自省心」，「公共心」につ
いても，Xの行為が「中学校側よりすれば，充分な思索
と体験を経ない偏頗な思惟に基づくもの」と危惧された
としても，「自我形成の途上に伴う不安定な自己主張の
出現」と考えれば「慎重な配慮をもって対応しなければ
ならないところ」であったことにかんがみ，これらにつ
いてのC評定と備考欄記載事項の記載は「違法な理由も
しくは基準に基づく」ものといえる。上記評定は「教育
評価権の裁量の範囲を逸脱した違法なもの」である。
　2審判決（東京高判昭和57・5・19判時1041号24頁）は，1
審判決のY2 控訴部分については，それを取り消し，X
の請求を棄却した。内申書の記載と不合格との因果関係
を否定するとともに，次のように内申書作成提出行為の
違法性を否定したのである。すなわち，備考欄等の記載
のうち，XがML派と関係を持ったとの事実について
も，それを推認しうる。このように，少なくとも備考欄
等に記載された事実関係に誤りはないので，校長のC評
定も「一見明白に不合理であるとは到底いえない」。憲
法19条，教育基本法3条1項との関係についても，備考
欄等の記載は，「Xの思想信条そのものを問題とし，こ
れにマイナスの評価を加えたものでなく，Xの中学生と
しては明らかに異常な行動面を問題としたものである」。

「特定の思想信条が思想信条にとどまる限り，これを理
由として教育上の差別取扱いをなしえないことはもちろ
んであるが，仮りにそれが一定の思想信条から発したも
のであるとしても」，Xが「生徒会規則に反し，校内の
秩序に害のあるような行動にまで及んで来た場合におい
て，中学校長が高等学校に対し，学校の指導を要するも
のとして，その事実を知らしめ，もって入学選抜判定の
資料とさせることは，思想信条の自由の侵害でもなけれ
ば，思想信条による教育上の差別でもない」。Xが上告。

判 旨
　上告棄却。
　Ⅰ　上告理由のうち，「原判決が憲法19条によりその
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最高裁昭和63年7月15日第二小法廷判決
（昭和57年（オ）第915号：損害賠償請求事件）
（判時1287号65頁，判タ675号59頁）

内申書の記載内容と生徒の思想・信条の自由
─麴町中学内申書事件
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自由の保障される思想，信条を『具体的内容をもった一
定の考え方』として限定的に極めて狭く解し，また，原
判決が思想，信条が行動として外部に現われた場合には
同条による保障が及ばないとしたのは，いずれも同条の
解釈を誤ったものとする点については，原判決を正解し
ない独自の見解であって，前提を欠」く。
　Ⅱ　上告理由のうち，原判決が「本件調査書には，X
の思想，信条にわたる事項又はそれと密接な関連を有す
るXの外部的行動を記載し，思想，信条を高等学校の入
学者選抜の資料に供したことを違法でないとしたのは，
教育基本法3条1項，憲法19条に違反するものとする点
について」は，「いずれの記載も，Xの思想，信条その
ものを記載したものでないことは明らかであり，右の記
載に係る外部的行為によってはXの思想，信条を了知し
得るものではないし，また，Xの思想，信条自体を高等
学校の入学者選抜の資料に供したものとは到底解するこ
とができないから，所論違憲の主張は，その前提を欠
き，採用できない」。
　「なお，調査書は，〔当時の〕学校教育法施行規則59条
1項の規定により学力検査の成績等と共に入学者の選抜
の資料とされ，その選抜に基づいて高等学校の入学が許
可されるものであることにかんがみれば，その選抜の資
料の一とされる目的に適合するよう生徒の学力はもちろ
んその性格，行動に関しても，それを把握し得る客観的
事実を公正に調査書に記載すべきであって，本件調査書
の備考欄等の記載も右の客観的事実を記載したものであ
ることは，原判決の適法に確定したところであるから，
所論の理由のないことは明らかである。」
　（憲法21条違反の主張等についての判示部分は省略する。）

解 説
Xの請求と憲法問題との関係

　Xの請求が認容されるには校長による内申書作成提
出が違法といえる必要がある（国賠1条）。しかるに，X
について3項目をCと評定し，ML派（学生運動の分派の1
つ）集会に参加した云々と備考欄等に記載した校長の行
為が憲法19条違反ならば，校長の行為が違法であると
いえる。こうして，標題の憲法問題が裁判の争点とな
る。

本判決を理解する前提
　その憲法問題を論じた本判決は，しかし，原判決の

枠組みを前提とし，しかも，原判決の枠組みは，結論こ
そ異なるが，1審判決のそれと同じである。この点，最
高裁は，確かに1審，原審と異なり教育評価権には言及
しない。しかし，それは，枠組みは前提とした上で，憲
法19条違反の主張への回答だけを切り出したからであ
る。そのため，本判決の憲法論も，1審，原審の枠組み
の中に投げ返した方がよく理解できる。
　1審，原審の枠組みとは，砕いていえば，次のもので
ある。まず，中学校の教師には，学校教育法上，「生徒
の教育を掌る」権限がある。そこから，教師（およびそ
れを監督する校長）には「教育評価権」が生じる。しかる
に，内申書作成にあたりこの評価権をいかに行使するか
について規律する法的な基準は，都教委の定めた要綱等
以外には乏しく，裁判所も校長・教師が何を基準にいか

に評価すべきであったかについて改めて判断し直すこと
を控えざるをえない。つまり，裁量がある。
　しかし，この裁量にも，限界が存在する。第1は，法
が裁量を与えた目的を逸脱して校長・教師が判断・活動
する場合である（裁量の濫用）。1審判決が「評定が具体
的な事実に基づかないか，評定に影響を及ぼすべき前提
事実の認定に誤りがあった場合」等には違法となるとす
るのは，この濫用の場合を指すと思われる。
　これと（本当に独立しているかは微妙だが）形式的には異
なる第2の限界として，法が裁量を与えていない事実に
ついて校長・教師が裁量的に判断・活動する場合がある
（裁量の踰越）。たとえば，1審，原審の枠組みに対して，
校長・教師に裁量があるのは在学中の生徒に対する評価
に限られるとの批判がある（奥平・後掲，蟻川・後掲）の
は，この趣旨であろう。

本判決の理解
　判旨では，以上の枠組みを前提として，1で見た憲

法問題が切り出されている。
　原判決や本判決に対して，外部的行動の規制によって
思想，信条が制限されないと考えたと批判するのは的を
失している（判旨Ⅰ）。この批判は，謝罪広告事件判決
（最大判昭和31・7・4民集10巻7号785頁─本書Ⅰ─ 31事件）の
田中耕太郎裁判官補足意見には当てはまるが，原判決に
は適しない。原判決も思想，信条による教育上の差別は
許されないとしており，外部的行動を手がかりとする場
合であっても同じであろう。この差別を前提に内申書が
作成されたならば，裁判所は，他事考慮があったと判断
せざるをえないとの論旨と思われる。
　しかし，本判決によれば，本件での記載は，Xの外部
的行動に尽きており，この記載では高校にXの思想，信
条が伝わらない（判旨Ⅱ）。したがって，Xのいう憲法問
題はそもそも生じないというわけである。しかし，備考
欄等の記載を見ればXが一定の思想の持ち主であると考
えるのが素直ではないか。「教師の指導説得を聞かない
で無許可のビラを何度も配布した」との記載ならともか
く（高橋・後掲20頁），この評価はやはり強引である。
　Xの行動には現在の学習者には共感しづらい部分もあ
ると思うが，このまま社会に組み込まれてよいかと悩む
高度経済成長期の青年の葛藤の稚拙な表現が学生運動で
あったとの指摘（小熊・後掲）が本件にも当てはまると
すると，一概に現代と無関係ともいえないであろう。教
師がその表現に，入学から卒業に至る段階でいかに向き
合うべきかという争点は，なお残っていると思われる。
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まずは事実を理解しよう

判例を理解するためには，事実
関係をおおまかに汲み取ること
が重要な一歩となります。当事
者がどのような事情で何を主張
し，論点はどこにあるのかをしっ
かりと確認しましょう。
※また，複雑な事案の場合は，当事者
の関係などを図解して考えてみるのも
オススメです。

判決（決定）文のここが重要

ここでは，判決（決定）文の「一
番重要なポイント」（一般的な判
例法理やこの事案への当てはめ） が
抜粋されています。この項目で
問われている論点と照らし合わ
せながら，裁判所がどのような
判断をしたか確認しましょう。
※裁判所の判断内容をより詳細に把
握するためには，判決（決定）文の原文
（全文）に当たることも大切です。出典
欄に掲げられている書誌などに目を
通してみましょう。 この判例から何を学ぶか

この欄では，主に，判例の「意義」や「位置づけ」に
ついて解説されています。また，論点に関する学説や
判例，その後の展開など，判例の理解を確かなものと
するために必要な情報が盛り込まれています。
※定期的な改訂により，情報をアップデート。判例の「いま」を
知ることができます。

もう一歩先へ進んでみよう

この項目で扱った判例や論点について，
さらに理解を深めるのに役立つ書籍・ 
論文などの情報が載っています。

判 例の判 決（ 決 定）文 が 掲 載
されている主要な書誌の情報
です。
※本書の中では様々な略語が使わ
れています。凡例欄（本書ⅻ頁） を
ご覧ください。

裁判所が付した事件の番号・
事件の名称です。判例を特定
するための情報となります。

判例の裁判所・裁判年月日・
裁判種類（判決・決定など）です。

この項目における論点を示して
います。

全体を眺めてみよう
1 つ 1つの項目をじっくり読むこと
はもちろん大切ですが，本書全体
の体系や前後の判例との関係を
意識することで，より効果的な学
習につながります。


